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1
．　 は じめ に

　本稿の 目的 は ， 自治体 レ ベ ル で 教育政策に 関与す る各ア クターの 関係 と
，

そ の 行

動 を枠付け る制度的要因 に着 目し ， 自治体は どの よ うな条件の も とで新規教育政策

の 導入 を行うの か を明 らか に す る こ とで あ る 。 論文 の 構成 は以 下 の 通 りで ある 。 本

節で は先行研究 を批判的 に検討 し ， 政策過程 に お け るア ク ター
間関係 と制度的要因

の 重要性 を指摘す る 。 2 節で は仮説 を述べ
， 3節で 対応した変数を設定す る。

4 節

で は計量分析 に よ っ て 仮説検証 を行 い
， 5 節で 結論 として 自治体教育政策過程 が ，

自治体内の 諸 ア クター問関係 と外生 的制度 に制約 され て い る こ とを述べ る 。

　地 方分権
一

括法 の 成立 と施行 を
一

つ の 契機 と して ， 規制緩和の 諸政策が 進 め られ

た 結果 ， 政策を立案 ・実施す るた め の 環境 は変化 し ， 自治体 レ ベ ル で も多様な教育

政策が見 られ る よ うにな っ た 。 この 傾向 は都道府県 レ ベ ル に 限定 され る もの で は な

く， 市 区町村 レ ベ ル で も少人 数学級 ・少人数指導， 自治体独自の カ リキ ュ ラム や教

材の作成 ， 学校選択制度 と い っ た施策が 導入 され て い る 。

　 こ れ ら地方や国 に お け る教育政策の 決定 ・実施 を総合的に 扱 っ た先行研究で は新

堀 ・青井 〔編〕（1983）が ， また基礎 自治体 （市） に焦点 を当て た政策研究で は熊谷

（1975）等が挙 げ られ る
（1）

。 しか し時代的な制約 もあっ て ， 国 ・ 地 方双 方の 教育政 策

過 程 が主 に 「文 部省 （首長 ・教育委員会 （以下教委 ）） と 日教組 （地 方教 組）」 とい

っ た構図で説 明 され ， それ以 外の （特に 自治体 内の ）諸 ア ク ター
に つ い て 十分な説

明が行われ な い とい う限界を持 っ て い る。 また最近 は ， 自治体 に お け る特定の ア ク
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ターに 着 目し ， そ の 影響力か ら地方の教育政策過程 を説明す る とい う研究 も登場 し

て い る 。 例 えば加治佐 （1998）は教育長や教育委 員の ， 白石 ほか （1995）
（2）
や村上 （2001）

は議会 や議 員の 影響力 に着 目して い る ほ か ， 青木 （2005）は首長 の影 響 力 を中心 に

自治体 の教育政策過程 を分析 し て い る 。 さ らに 堀 ほ か （2003） や加 治佐 （1998）は ，

特徴あ る教育施策 を実施す るた め に 要求 され る行政能 力 として ， 自治体や教委事務

局組織 の規模 に 着 目し ， 自治体 に お け る教育政策過程の解明 を試みて い る。

　 しか し これ らは， 以下の 2 点 に お い て考慮すべ き要素を残 して い る 。 第 1 の 考慮

す べ き点 と は， ア クター間の 関係で あ る。 先行研究 の 多 くは 「どの ア ク タ
ーが よ り

強 い 影響力 を発揮 する の か 」 と い う点 に 焦点を 当て て い るが ，
こ うした問 い が成立

する に は ， 政策過程の 場が独立 した多元的な ア ク ターか ら成る こ とが前提 とな る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ’

した が っ て 何 らか の 要因に よ っ て ア ク ター
間で 相互 依存的な関係が ある場合 ， 政策

過程 を個々 の ア クターの 影響力 に 還 元 す る こ とは難 し い
。

　政治学で は 曽我 ・待鳥 （2001） が都道府県レ ベ ル の 再分配政策 を題材 に ， 自治体

の 二 元 代表制 にお ける首長 と議会 の 相対的な影響力の優位 を析 出 しよ うと して い る 。

しか しそ こ で は ， 首長 と同
一

会派 の 議員が 議会 で 少 数派 とな る 「分割政府」 に お い

て ， 首長の 選 好 に沿 っ た政策実施 が抑制 され る こ とが明 らか に さ れ ， 首長 と議会 と

い うア クタ ー
間関係の 及ぼ す影 響が示 され て い る 。 ま た河村 （1998， 2001）や 名取

（2003）は ，
二 元代表制下で 制度的 に は首長の 強 い 権 限が担保 され て い る もの の

， 政

党の 首長選 挙 へ の 支援や議会運営 へ の 協力 ， 役職人事 へ の 同意 な ど を通 じて
， 議会

は首長か ら譲歩 を引 き出して い る とい う相互依存的な関係 を仮説的に提起 して い る。

これ らを踏 まえ る と ， 個々 の ア クター
の性質で は な く，

ア ク ター問関係に お け る融

合 ・分離の 程度に 着目す る分析戦略の 方が ， よ り建設的で ある と言 え よ う
（3）
。

　上 述の ア クタ ー
間関係の 指摘 は ， 比較的明確な選好 に 従 っ て行動 す る政治 ア ク タ

ー
の み な らず ， 相互 交渉を経て 合意形成 に至 る非政治ア ク タ ーに も該 当す る。 非政

治 ア ク ター
に つ い て は ， ネ ッ トワ

ー
ク の作用 に よ る合意形成や 同質化が 指摘され て

い る 。 Granovetter（1985）は ， 多 くの 個人 や組織の 行動 が相互 の 関係 か ら構成 され

るネ ッ トワ ーク に埋 め込 まれて い る こ と を主張し， ネ ッ トワー ク内で 情報の 流通や

規 範の 共有が進 む結果 ， 構成員 の逸脱が抑制 さ れ ， 同質化が 進む こ と を説明 して い

る 。 これ を 自治体 の 教育政策過程 に敷衍 す る と
， 具体的 な非政治 ア ク ター として は

校長 （会） と教委が挙 げられ る 。 校長 （会）や教委で は ， どの 自治体で も共通 した

手続 き とル ール で 政策 を決定す る首長や議会 と比 べ
， 曖昧な ル

ー
ル の 下 で合意形成

が進め られ る 。 そ の た め ， 自治体内に お け る校長間の コ ミュ ニ ケー
シ ョ ン の 態様が
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異 な る とい う こ と は ， 校長や 教委の 合意形 成に も影響が現れ る可能性が ある こ とを

意味 し， 自治体 の規模 （校長数） は こ の コ ミュ ニ ケ ーシ ョ ン の 態様 に影響 を及 ぼす

と考 え られ る 。 す なわ ち ， 各 自治体 にお け る校長 の ネ ッ トワー ク （校長会）の 規模

は学校数 に応 じて 変化す るた め ， 校長会内の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン や
， 教委 と校長会

の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン の 態様 は こ の変化の影響を受 ける と考 えられ る の で あ る 。

　 こ うした ネ ッ トワ ークの 性質 を示 す重 要な 要素が ， ネ ッ トワ ー ク の 「密度」で あ

る 。 若林 （2003）はネ ッ トワ ー ク の構造特性 を ， 個々 の つ な が り （紐帯） の 強 さ と

ネ ッ トワーク全 体 の密度 と い う 2 つ の面 か ら捉 え ， 個 々 の つ なが り （紐帯）が 強 く

互 酬的 に なれ ば価値や行動様式 を同質化 する圧力が 高ま り， 相互 の 価値共有や 信頼

が 高 まる こ とを示 した ほ か
， 情報 が よ く流通す る よ うな ネ ッ トワ

ー
ク に 個人や 組織

が 属す る と， 各行為者の 能力 や活動 に対 す る情報が 流通 しや す い た め に行動 の 計算

可能性 が高ま り， 信頼 が 強 ま りや す い と い う こ とを示 して い る 。

　そ して 第 2 の考慮す べ き点 と は ， 制度 的要因で あ る。 法制度 ， 慣習 ， 組織 フ ィ
ー

ル ドを組織の 態様や ア クタ
ー

の 行動 を規制 す る外生変数 と して 規定す る社会学的新

制度論 に 依拠す れ ば
ω

， 政策過程 にお い て 制度が 諸ア クタ ー
に与 え る影響 は 看過で

き な い
。 教育政策過 程で は特有の非政治 ア ク タ

ー として
， 教委 や校長が関与 して い

る こ とは上述 の 通 りだが
，

そ の 配置や転任の 状況 は人事権者 で あ る都道府県
（5）

ご と

に 多様で あ る 。
こ れ は高橋 （1992）が指摘す る よ うに ， 都市部 と郡部 （お よび僻地

と非僻地）の 交流や教員構成の 適正化 と い っ た ， 教員の 人事行政で 考慮 す べ き条件

が都道府県に よ っ て 異 な るた め で あ る 。 また中村 ・ 岡田 （2001）が 指摘す る よう に ，

毎年の 異動に 際 して 生 じ る調 整作業 を無 定量 に 拡大 させ ない た め
（6）

， 各都 道府 県 は

教員が異動す る地理 的範 囲等 につ い て慣 習 を形成 して い る 。 したが っ て
， 先述 の ネ

ッ トワ ーク の 「密度」 との 関連 で 言 えば ， この 制度化 され た慣習 （異動範囲の 大小

や 異動サ イ ク ル の長 短） は 自治体で 校長 と教委が構成す るネ ッ トワー クの安定性 ・

流動性 の程度 を規定す る と考 え られ ， ネ ッ トワ
ー

ク密度 とそれ を用い た コ ミ ュ ニ ケ

ー シ ョ ン ， さ らに は合意形成 を規定す る制度的変数 と位置づ ける こ とが で き る 。

　 また 都道府県教委 は教職員の 人事権者 で ある た め ， 校長等の 教員人 事だけ で は な

く， 教委 に勤務す る専門的職員 （指導主事）の 配置 に も関与して い る
。 指導主事 は

都道府県と市町村の 双 方に 配置 され ， 教委事務局 にお い て教育政策の 具体 的な 立 案

に 関与する ほか ， 学校へ の 指導等 を通 じた 政策の 実施機能 も担 っ てい る 。 た だ し ，

そ れ ぞ れ の都道府県教委 や市町村教委に 配置で き る指導主事数に つ い て は
， 教員数

の よ うな強 い 基 準が な く， 指導主事の 配置状況 は （政策的 な変更 の 余地 は ある もの
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の ）基本的に各自治体の慣習 に依 っ て い る 。 都道府県別 に み て も， 後述の よ うに都

道府県が採用 ・設置 する指導主事数 と市町村の 採用 ・設置す る指導主事数の 比 率に

はば らつ きが ある 。 したが っ て ， 指導主事 に よ る教育政策の 企 画 ・実施能力や 学校

へ の 指導能力が 都道府県に 集中 し て い る の か
，

そ れ と も市町村に分散 して い るの か

は ，
こ う した ば らつ き に応 じて 多様 で ある と考 え られ ， 都道府県 を単位 とす る もう

一
つ の 制度 的変数 を構成 して い る 。

2 ． 仮説

　 以上 の よ うな先行研究の検討 を踏 まえ ， 本稿で は 自治体 に よ る教育政策の採 用を

説明す る もの として ア ク ター間関係 と制度的変数に着目 し， そ れ ぞれ に つ い て 次の

よ うな仮説 を設定する 。

　 ア クター間関係 に つ い て は， まず自治体レ ベ ル の 政策過程
一

般 を説明す る政 治ア

クター として 首長
一
議会関係 に 着目し ， 「首長一議会間の分離的関係は ， 両者の 政策

選好 を大 き く隔て ， 結果 と して 現状 の 変更 （新規政策の 導入 ）を困難 に する」 と い

う仮説 を設定す る 。 教育領域の 政策過程で は制度上 ， 教委 （教育長）が決定 に 関与

す る た め ， 首長 と議会 はア ジ ェ ン ダ設定や 監視の 役割 を負 う。
こ れ らの役割 は議会

で の 質疑 や 教委 （教育長） と の 日常的 な接触 に よ っ て果 た さ れ る こ とが 多 い が
，

こ

うした行動 に 際 して複数の 政治 ア クターが互 い に異 な る 方向性 を示 し ， 政策選 好 に

一
体性を欠 く場合 ， 現状変更よ りも現状維持 に傾 く可能性が 高 い と予想 され る。 た

だ し
， 首長 と議員 の 間で 政策選 好が近 い 場合で も ， 現状変更が なされ る 「余地が 拡

大す る」に留まるた め
 

， ただ ち に現状変更が な され る と は言い 難 い 。

　 また教育政策に 特有の 非政治ア ク タ
ー

間の 関係 と して校長 と教委 に着 目す る と，

自治体内の 校長数 （＝ 学校数）が増加 して校長 （と教委）で 構成 され るネ ッ トワ ー

クの規模が 拡大す るに縦い
， 校長 （と教委）の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン 密度 は低下 し ，

合意形成が 困難に な る とい う こ とが考 え られ る。 た だ し，
コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 密度

の低下が 首長の イ ニ シ アテ ィ ブ に どう影響す るの か
，

とい う帰結に 関して は対立す

る 2 つ の仮説が挙 げ られ る。 す なわ ち ， 首長 の政策選好 を反映す る うえで ， 自治体

内の 各ア ク タ ー に よ る合意形成が 必要条件で ある と考 え る （合意形成型 の 政策過程）

の で あれ ば，「ネ ッ トワ ーク規模 の 増大 は校長間の 合意形成 を困難に し ， 新規教育政

策の 導入 に お い て抑制的に 作用 する 」 と い う仮説が 成立 す る 。 しか し
一

方で ， 校長

会 の 結束の 如何に 関わ らず首長 が ト ッ プ ダ ウ ン の 形 で 自ら の 政策選 好 を貫徹 さ せ る

と考 え る （ト ッ プ ダウン 型 の政策過程）の で あれ ば
， 「ネ ッ トワ ー

ク の 規模は ， 新規
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教育政策 の 導入 に 影響 を与 えな い 」 と い う仮説が成立 す る 。 後述 の 分析で は， どち

らの 仮説が 妥当で あるか を検討す る 。

　制度的変数の うち， 教育委員会 に お ける指導主 事の 配置状 況に つ い て は ， 先 に 述

べ た通 り教育政策 の企画 ・実施能力が 県 に集中 して い るの か ， それ とも市 町村 に 分

散 してい るのか を示す指標 で ある と考 え る 。 これ に従 えば ， 「指導主事 の配置 が都道

府県に 集中し て い な け れ ば
， 教育 に関す る政策能力 は市町村 に分散 し ， 市 町村が政

策 を企 画 ・実施 す る能力 も相対的 に高 くな る た め ， 市 町村 を単位 とす る新規施 策の

導入 は促進 され る」 と い う仮説が 挙 げら れ よ う。

　さ らに もう
一

つ の 制度的変数 と して 挙 げた校長 の 異動 に つ い て は ， 校長 の 異動の

安定性が高けれ ば （流動性が低 けれ ば）， 自治体 内の校長 （と教委）に よるネ ッ トワ

ークの構成が安定 し，
コ ミ ュ

ニ ケ ーシ ョ ン を通 じ た合意形成 が促進 され る と考 え ら

れ ， 政治ア クタ ー と非政治ア ク タ ーの 双方 との 相互 作用 が想 定で き る 。
こ の うち 自

治体内の 政治ア ク ター との 相互作用 に つ い て は ， 先述 の 「合意形成型 」 と 「ト ッ プ

ダウ ン型 」の どち らの 政策過程 を想定す るか に よ っ て ， 対立 する 二 つ の仮説 を挙 げ

る こ とが で きる 。 す なわ ち合意形成型の 政策過程 で は ， 「校長 の 異動 の 安定性が 高 く

な る と校長 （と教委 ） は コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を通 じた 合意形成 を促進 さ せ る ため ，

首長 は政策導入 に 自らの選 好 を反映 しや す くな る」 と考 え られ る 。

一
方で ト ッ プ ダ

ウ ン 型 の政策過程で は， 相対的 に校長の 異動が流動的で ， 校長 （と教委） の 合意形

成が難 し くな る と
， 首長の 政策選好 に 対す る 支持 や 不支持の 意見が集約 さ れ に くい

状況 とな るた め ， 首長 は イ ニ シ アテ ィ ブ を発揮 し やす くな り， 「校長の 異動 の 安定性

低下 に よっ て ， 首長の 選好が反映 さ れや す くな る」 と考 え られ るの で あ る 。

　次 に制度的変数 と自治体内の 非政治 ア クタ ー との 相互作用 に つ い て は ， 校長や 教

委が構成す るネ ッ トワ
ー ク と， そ こで の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン を通 じた 合意 形成 に着

目する 。
こ こ で は校長の 異動の 安定性が ネッ トワ ー クの 規模 との 間 に相互 作用 を持

ち ， 校長 （と教 委）の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン及 び合意形成 を左右す る と考 え られ る。

例 えばネ ッ トワ
ー クの 規模が大 き くて校長の 異動の 安定性 が低 い （流動性 が 高い ）

場合， そ こ で の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン 密度 は さ ら に 低下 し
， 合意形成 が よ り困難 に な

る と推察 され る 。 これ は校長 の 異動の 流動性 が ネ ッ トワ
ー

ク の規模 に よ る効果 を増

幅 し， 校長や教 委 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と合意形成 に影響す る状況 を示 して い る 。

したが っ て ， 「合意形成型」の 政策過程が成立 して い る の で あれ ば ， 「校 長の 異動 の

安 定性 が低下 す る （流動性 が 高 くな る） に した が っ て ， ネ ッ トワ
ー

クの 規模が政策

導入 に 対 して 果 た す抑制的な作用が増幅 され る」 と い う仮説が成立 する 。
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　これ らの 仮説を実証 するた め
， 本稿で は全 国の 市区を対象に

， 教育関連の 構造改

革特 区へ の 提案 （以下 ， 特 区提案）と採用
（8）

（以下 ， 特 区採用）に 関す る計量分析 を

行 う。 特区提案 と特区採用は ， 市 区町村に と っ て現行法制 の 枠組みや 都道府県の 方

針 を超 えて 新規の 教育政策を提案 ・ 実施す る手段で あるた め
， 自治体 （市区町村）

の 自律的な教育政策過程 を分析で き る と い う研 究上 の 意義が あ る 。 また特区の 提案

者や 申請者 は首長 で あ るた め ， 他の 教育政策以 上 に議会や首長 とい っ た政治 ア ク タ

ー
に よる関与が制度化 され て い る 。

つ ま り特区提案や特区採用 は， 市区自治体が独

自の 政治的イ シ ュ
ー として 「教育 改革」 を取 り扱 う例 で あ るこ とか ら ， 本稿の 分析

対象 に採用 した 。 な お分析 す る 自治体 を市区 に 限定 した の は ， 分析 に必 要な変数 の

一
部に つ い て 町村分 の 入 手が 不可能 で あ っ た た めで ある 。

3 ．　 変数の 説 明

3．1． 変数の 設定

　 こ こ で は ， 先 に 述べ た仮説 に対 応す る変数を設定す る 。 被説明変数は市区自治体

に お ける義務教育関係の 特区採用 の 有無お よび提案の 有無で あ る 。 特 区採用の 有無

は
， 第 1 〜 7 回を通 じた特区計画の 認定申請の 件数が 1 回以上 ある場合 を採用有 り

とみ なす。同様に 提案 の 有無 も ， 第 ］ 〜 7 次 まで の 文 部科学省 に対す る特区提案 の

件数が 1 回以 上 あ る場合 を提案有 り とみ なす 。

　説明変数は ， 校長会内の ダイ ア ド数 ， 首長支持会派議席率 ， 非社共首長 ， 校長人

事異動 の安定性 ， 指導主事の 市町村配分率か ら成 る 。 こ の うち校長人事異動の 安定

性 ， 指導主事 の 市町村配分率 は ， 都道府県レ ベ ル で 異な る制度的変数 で ある 。

　校長会内ダイア ド数は校長間の 二 者関係の 総数で あ り， 校長会内の ネ ッ トワ ーク

の 規模を示 して い る 。 自治体内の 公立小 中学校長数 をN とす る と ， N （N − 1）／ 2 で

表され る。 ダイア ド数の 増加 は ， ネ ッ トワー ク規模 の 拡大 に よ る校長間の コ ミ ュ ニ

ケ ーシ ョ ン 密度の 低下 を意味 し ， 政策導入 に 関す る合意形成 をよ り困難 に す る と想

定 され る 。

　首長支持会派議 席率 は ， 首長選 挙で 当選首長 を公認 ・推薦 ・支持 した 会派の 議会

議席率で あ り， 政 治ア ク ター （首 長 と議会）間の 関係が どの 程度融合 ・分離 して い

るか を示 す もの で あ る 。 仮説 で述 べ た よ うに ，
二 元代表制に お け る首長

一
議会関係

が分離的 な場合 ， 施策の 方向性 に
一

体性 を欠 き ， 新規教育政策 の 導入 は 困難 に な る

と予想 さ れ る 。 た だ し これ も仮説 で 述 べ た よ うに ， 論理 的に は ， 首長
一

議会関係が

融合的 な状況で も政策 導入が 必ず促進 さ れ る と は 言 えず ， 政策導入の 「余地が 拡大
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す る」に 留ま る と想定され る 。 ゆ え に 首長支持会派議席率 は被説明変数 （特区採用 ・

提案の 有無） に 対 して 平均 し て プ ラ ス の 効果が あ る もの の
， 不均

一
分散 を伴 い

， 首

長支持会 派議席率の上 昇 に よ っ て 被説明変数 の条件付分散 は拡大す る と考 え られ る 。

　非社共首長 は， 構造改革特 区に よ っ て新規政策 を実施 す る と い う手続 きに対 す る

首長の 選好 を示 す 変数で ある 。 教育分野 に お け る構造改革特区の 具体的 な内容 は
，

少人 数学級や教育課程 の 弾力化 ， 不登校対策 な ど多岐 に渡 り， これ ら の 政策 「内容」

つ い て は個 々 の 政治 ア ク ターの 選 好が 党派 性 を反 映 して い る とは 言い が た い 。 しか

し ， 政策的選 好 と党派性 との対応 関係が 不明確で ある こ と は
， 政治ア ク ター と し て

の首長の 選好 が反 映 され る可能性 を否定す る もの で はな い 。 と い うの も， 政策 「内

容」で はな く， 構造改革特区 とい う政策 「手続 き」に対 す る選好の 相違が 考 え られ

る か らで ある 。 そ して 首長の 構造改革特区に 対す る選好 を直接測定す る こ と は で き

な い が ， 首長の 党派性が 選好 に 反 映 され て い る と考 え る こ とは 可能 で ある 。 構造改

革特区法案は ， 国会に お い て 自公 連立与党お よび民主党 の賛成多数で 可決 さ れ て い

る が ， 社民党 と共産党は地域間の 格差な ど を理 由に 法案 に 対 し て反対 に 廻 っ て い る 。

したが っ て 自治 体 の首長 に 関して も ，
こ う した党派性 に 応 じて構造改革特区の 手続

き に対す る選 好が 形成 され て い る と推測 で き る 。

　具体的な変数化は ， 首長選挙 に お け る公認 ・推薦 ・支持会派の 情報を もとに行 う。

変数 は構造改 革特 区へ の肯定的な選 好 を表 し，   か ら 1 まで の 値 を とる 。 首長が 社

民党 ， 共産党 の み か ら公認 ・推薦 ・支持 を受 けて い る時 に値 は 0 を と り， 自民 党 ，

公明党 ， 民主党 の み か ら公認 ・ 推薦 ・ 支持 を受 けて い る時 に は 1
， 社民党 と 自民 ，

公明 ， 民主党 との 相乗 りの場合に は相乗 り政党数 に 応 じて 0 と 1 の 間の 値を とる。

　指導主事の 市町村配分率 は ， 政策の 立 案に 関わ る人材が市区町村 に配分され て い

る程度を示す 。 指導主事は ， 都道府県教委（本庁）， 教育事務所 ， 市区町村教委 の そ

れ ぞれ に配置 され て お り， 各都道府県に お ける全指導主事 の うち市 区町村 に所属す

る指導主事 の 割合 を変数化 した 。
こ の 配分率が 高い ほ ど， 市区 自治体の 技術的な政

策 の企画立 案能力が高 ま り， その 結果 ， 特区採用 ・ 提案が 促進 され る と考 え られ る 。

　校長人事 に お け る異動の 安 定性 は ， 校長人 事の 流動 性の 低 さ を示 す 。 こ の 変数 は ，

校長人事異動 の サ イ ク ル の 長 さ と市 区町村内異動率の 積か ら求 め られ る 。 仮説で 述

べ た よ うに ， 校長人事異動の 安定性の程度に よ っ て ， 校長会 内の ネ ッ トワ ークの 規

模 （校長会ダ イア ド数〉の 効果 （係数の 傾 き） と， 政策手続 きに 関す る首長の 選好

（非社共首長）の 効果 （係数の 傾 き）に 異質性が もた らされ る と期待 で きる 。 前者 に

関 し て は異動の 安定性増加に 伴 っ て 効果が 減衰す る （係数の 傾 きが小 さ くなる） こ
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とが ， また後者 に 関 して は異動の 安定性増加 に伴 っ て効 果が 増幅す る （係数の 傾 き

が大 き くな る ）こ とが予 想され る 。

　上記 の説明 変数 の 他に ， 人 口規模 ， 教職員組合組織率を統制変数 として 加 え る。

各変数 の定義 ・デ ータの 出典 お よび記述 統計 は表 3 − 1 ， 3 − 2 に示 した 。

表 3 − 1　 変数 の 定 義 ・データ出典

変数 定義 データ出典

校長会ダィ ア ド数

自治体内の 公立小中学校長の ダ イア ド数 。

学校数をN と し，N （N − 1 ）／ 2 で 表 さ

れ る 。 2002年 か ら2004年 まで の 各年の 値

を求 め，平均値 を と る。

「全国学校総覧』各年度版

非 社共 首 長

首長選挙 に お け る公 認
・
推薦

・
支持 か ら

計算。LDP ，　 DP，　 KM ，　 SD，　 CP を そ れ

ぞ れ 自民党， 民主党，公明党，社民党，

共産党各党へ の 公認 ・推薦 ・支持 の 有無

を 示 す ダ ミー変 数 と し， 1 −
（SD −

CP ）／ （LDP 十D 凹 KM 　i　SD ＋CP ）。
2002年 か ら2004年 ま で 各年 の 値 を求め ，

平均値 を と る。

「全 国首 長 名 簿 亅 各 年 度 版

首長支持会派議席

率

地 方議会の 会 派 構 成か ら計 算。首 長 選 に

お ける公認 ・推薦 ・支持政党 の 議会議席

率。2002年か ら2 04年 ま で 各年の 値を求

め ，平 均値 を と る。

『全国首長名簿』各年度版

人凵規模 自治体人口 『統計 で み る市区町 村 の す が た』各年度版

教 職 員組 合 組 織 率

凵本教職 員組合と 全 日本教職員組合の 組

織 率 の和 。2002年 か ら2004年 まで 各 年 の

値 を求 め ，平 均 値 を と る。

『教 育 委 員 会 月報 』 各 年 12月号

人 事異 動安定性

公立小中学校校長人事 に お い て ，（同一
市

区 町村内異動数／人事異動件数）＊ （1／

人事異動対象者率）

各都道府県地 方紙

主事配分率
市区町村 主 事総 数／ （市区町村 主 事総

数 一
都道 府 県主事 数 ）

文部科学省初等中等教育企 画課 「教育委

員会 の 実態 調 査 」 （2003年 8 月）

表 3 − 2　 記述統計量

変数 観測数　　平 均値　 標準偏差　 最小値　　最大値

特区申請件数

特区提 案 件数

校長 ダイ ア ド数

非社
・共 首 長

首 長 支 持 会 派 議 席 率

人 口 （万 人 ）

教 職 員 組 合 組織 率

人事異動安 定性

主事配分率

7227z5725725725725606e60　 O．102
　 0．16G

1216．428
　 D．924

　 D．109

　 14．121

　   ．411

　 1．538

　 0．5z7

　 0．350
　 0．718

6930，267
　 0．162

　 0．161

　 25．  23

　 0．Z35

　 ユ．065

　 0．3U5

　 　 0
　 　 0

　 　 3

　 　 00

．0000

，594

　 　 DO

．lO70

．e79

　 　 　3
　 　 　 912Z760

　 　 　 1

　 0．815342

．665

　 0．950
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3．2． 制度 的変数

　次 に ， 制度的変数 と して 設定 した 2 つ の 変数 に つ い て若干 の補足説明 を行 う。

　指導主事の 配置状況 に関 して は ， 先述の 通 り各都道府県内に お ける市町村教委所

属の 指導主事数か ら算出 した 。 各都道府県の 全指導主 事数 の うち ， 市町村教委 に所

属す る指導主事の 占め る比率 を用 い る た め ， こ の値 が 0 に近 づ けば指導主 事が都道

府県教委 に 多 く配置 さ れ て い る状態 とな り， 教育政策 の企 画立 案能力が都道府県 に

集中 し て い る状 態 を示す こ と に な る 。 逆 に 値が 1 に近 づ けば ， 指導主 事 は市町村教

委 に 多 く配置 され て い る状態 とな り， 教育政策 の企画立 案能力が市町村 に分散 して

い る状態 を示 す こ とに な る 。 都道府県別の 状況 を概観す る と 図 3 − 1 の よ うに な り，

こ の 比率が 広 い 範囲に分散 し ， 教育政策の 企画立案能力 に関 して ， 都道府県 と市 町

村の 関係が 様々 で ある と い うこ と を示 して い る
｛9｝

。

　校長人 事に お け る異 動の 安定性 に つ い て は ， 2 つ の 指標 を合成 し て 変数 を作成 し

た。 と い うの も， 校長 に 限 らず教員の 異動が どの程度安定的 か （流動的で な い か ）

をみ るた め に は ，
ど うい っ た 頻度 で 異動が繰 り返 さ れ る の か と い う「異動 サ イク ル 」

と， どうい っ た地理 的 な範囲 で 異動が 行わ れ るの か と い う 「異動範囲1 の 双 方 を見

る必要が ある た め で ある 。 この うち 異動サ イ クル に つ い て は ， 都道府県別 に 校長 の

全数 と転任 ・昇進 した校長数の データが公表 され て い る た め ， これ を利用 した 。 具

体的に は全校長 に 占め る転任 ・昇進校長 の 比率 を算出 し ， そ の 逆数 か ら平均的な異

動 サ イ クル （a ）を求 めた。 こ の 場 合 ， 算出 され た 値が 大 き い ほ ど安定 した （流動性 の

低 い ）人 事異動 が行 わ れて い るこ とを示 し て い る 。 ま た 異動範囲 に つ い て は ， 市町

村 レ ベ ル の教育政策過 程 を分析す る と い う本稿 の 目的に 照 ら し ， 同
一

市町村 内で 転

任 ・ 昇 進す る校長人事 に 着 目 した 。 具体 的に は ， 校 長の転任 ・昇進人事 の件数の う

ち ， 同
一

自治体 内で の 異 動 ・昇進が 占め る比率（b）を算出した
ao）

。 この場合 も， 算出 さ

れ た値が大 きい ほ ど安 定 した （流動性 の低 い ）人 事異動が行 わ れて い る こ とを示 し

て い る 。 そ して ，
これ ら異動サ イ クル と異動範囲 を示す 2値 （a と b） を乗 じて ，

校長人 事の 「安定性」 を表す指標を都道府県 ご とに算出 し， 本稿 の分析 に 用い た 。

　 この 状況 を概 観する と図 3 − 2 の よ うに な り， 都道府県 ごとに広 い ばらつ きを示 し

て い た 。 また こ の 図は ， 都道府県 の規模が大 き くて も， それ が そ の まま校長人事の

安定性 に反映 され る訳で はな い とい うこ と も示 して い た 。 都道府県 の人 口規模が 大

き い と これ に応 じて 人 口規模の大 きい 市 も増 えるた め ， 自治体の 規模が校長人事 の

安定性 に反映 され る と考 える こ ともで き るが
， 実際 は必 ず し もそ うで は なか っ た

ω
。
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校長人事異動の 安定性（小 ・ 中学校）

4 ．　 デ
ー

タ分析

4．1． 分析モ デ ル

　本稿の 分析で は
， 全国市区か ら成る ク ロ ス セ ク シ ョ ン データ を用 い る。

こ の よ う

な データ は
， 通常 の 頻度論の 統計学が 想定す る標本 （sample ）で は ない た め ， 頻度

論 に基づ く検定や 区間推定を用 い た統計的推測 は意味 を成さ ない
（12〕

。 した が っ て本

稿は ， 頻度論で はな くベ イズ 的アプ ロ ーチ に よ っ て 分析を行う 。

　頻度論で は ， デ ータ D が 母 集団か ら繰 り返 し確率的な標本 として 得 られ る こ とを

前提 とし ， 非確率的パ ラ メ
ー タ θが与え られた も とで の 条件付確率分布 p（Dl θ）を

統計的推測に 用い る 。
こ れ に対 して ベ イ ズ分析で は ， デー

タが非確率的変数 ，
パ ラ

メ
ータが 確率的変数 で あ り， デ ータが与 え られ た時の パ ラ メ

ータ の 条件付確率分布

を推測 に 用 い る 。
ベ イズ的ア ブ U 一チは ， デ ータが確率的で あ る必要が な く， 標本

に も母集団 自体 に も適用で き る と い う点 と ， 推測 に用 い る事後分布 p （θ ID）が直感

的 に解釈 しや す い とい う点で メ リッ トが ある （Gill， 2001）。
ベ イズ的ア プ ロ

ーチで

は ， p（θlD）を得 る た め に ， 尤度 p （Dl θ）と事前分布 p （θ）を用 い る 。 尤度 はデ
ー

タ

に よ る情報で あ り， 事前分布は 分析者に よ っ て 与え られ る事前情報で ある 。
ベ イズ

の 定理 よ り事後分布 は ， p（θlD）・cp （DI θ）p（θ）と い う形で 得 られ る 。

　デ ータ は市区
一

都道府県 と い う階層構造 を持 ち ， そ れ に 対応 し て 階層的なパ ラ メ

ー タが 設定 さ れ るた め ， 分析 で は マ ル チ レ ベ ル モ デ ル （階層ベ イズ モ デル ） を採用

す る 。
マ ル チ レ ベ ル モ デ ル は異 な る階層 に攪乱項 を設定す る こ と に よ っ て ， 同

一
グ

ル ープ内 に お け る個体の 独立性 を想定 しない と い う点で 現 実的で あ り， また グル ー

プ レ ベ ル の 説明変数お よび攪乱項 に よ っ て ， 所 属グル ープ 間で の 異質性の 表現 を可

能 に する とい う利 点が ある
 

。 なお 回帰 モ デル に つ い て は不 均
一

分散 2 項プ ロ ビ ッ
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トモ デ ル
〔14

を採用 す る。
こ の モ デル は攪乱項の 不均

一
分散 を許容 す る モ デ ル で あ り，

仮説 に対応 して 不均
一

分散 を もた らす変数 と して 首長支持会派議席率 を設定す る 。

　本稿の分析 に お けるモ デル は次 の よ うに 示 され る 。 採用 ， 提案の 有無 どち らに も

同 じモ デル を適 用する 。
i
， 」は それ ぞれ都道府県 ・政令市 ， 市区の イ ン デ ッ ク ス で

ある 。 説明変数 は （観測値
一平 均 値） と い う形 で セ ン タ リ ン グ さ れ て い る 。

　鳩
〜N （μfゴ， σ1．）1 ← QO

， 0）　　グ　yガゴ
＝ O

　y 告
〜 N （μδ丿， σl」）1 （0，

。。）　　 グ　蛎
＝ 1

　 μ軋プ
＝ Xljβ＋ Wijb ，

　　 ＝ bDi＋ b、
　i校 長 ダ イ ア ド数 σ／1000＋ 転非 社 共 首 長 i’i＋β1首 長 支 持 会 派 議席

　　　 率 ∫、 ＋β2人 口 規樵 ゴ

　砺
＝exp （v 、」α ）＝ exp （α 1首長支持会 派議席率♂

　b
，

〜 N （Z且γ，
Σ）

　　島，

＝ 7。。 ＋ 7。 i異動安定性汁 伽 指導主事配分率汁 伽 組合組織率 i＋ t（Ut

　　 bl
，

＝
γ1。＋ γ、 1異動安定性 、 ＋ U 、，

　　転 ＝

γ⊇。＋ γ21異動安定性 、
＋ op、

　上記の 定式化 は ， 都道府 県 レ ベ ル の 変量 効 果 を持つ こ と を意味 し て い る 。 ま た校

長 人事 異動の 安定性 の値 に応 じて 校長 ダイ ア ド数 の 効果 ， 非社 共首 長の 効 果 を増

幅 ・減衰 させ る こ と を意味する 。 す なわ ちパ ラ メータ γ11 ， 72、が ， 各々 γ、 。， γz 。 と同

じ符合 の 時 に は ， 校長人事異動 の安 定性の 増加 に伴 っ て ろ、i ，　b，iの傾 きが急傾斜 に な

り， 異 な る符合 の 時に は水平 に近 づ く。

　事前分布 に 関 して ， α ， β， γ に つ い て は明確 な事前情報が ない た め大 きい 分散 を

とる （多変量）正規分布 を ， Σ に つ い て は逆 ウ ィ シ ャ
ー ト分布 を用い て 定式化 した 。

推定は ，
マ ル コ フ 連鎖モ ン テ カ ル m シ ミ ュ レ ー シ ョ ン に よ っ て行 っ た 。 事後分布 か

らの 乱数発生 は Metropolis−Hastingsアル ゴ リズ ム
 

に よ り， 最初 の 100000回 を初

期値に依存す る Burn −inとして 捨て ， その 後の 10000回 の値 を保存 し た 。

4 ．2． 分析結果

　表 4 − 1 に 推定の 結果 と して ， 各パ ラ メ
ー タの 事後分布の 点推定値及び 区間推定値

を載せ て い る 。 点推定 に は事後分布 の メ デ ィ ア ン を ， 区間推定 に は90％信用区間 の

上 限 ・ 下限の 値を用い て い る 。 また図 4 − 1 − 1 〜 4 − 4 − 2 で は各変数の 被説明変数

に対 す る影響力 を図示 して い る 。 当該変数以外 の 変数 を平均 値に 固定 した 上で ， 当

該 変数 を変化 させ た 時の 確率 の 点推定値 （メ デ ィ ア ン）， 区間推定の上 下 限 を示 し
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た 。

　まずア ク タ ー間関係 の変数 に つ い て 。 首長一議会関係 の 融合度 を示 す首長支持会

派議席率 に 着 目す る と
， 仮説で は β、

に つ い て正 の 値 を想定 したの が ， 特区採用 に 関

して は 負値で あ り， 特 区提案で は正値 とい う結果 を得た。た だ し不 均 一
分散に 関す

る パ ラ メ
ー

タ α 、は ， 特区採用 ・提案双 方で 正 の 値 とな っ て い る 。 図 4 − 1 − 1 を見 る

と， 特区採用 にお い て 負の 係数 に よ る効果 は分散拡大 に よ っ て 相殺さ れ て お り ， 結

果的 に首長支持会派議席率 は僅か な影響 しか与 えて い ない こ とが 分か る 。

一
方 ， 特

区提案 にお い て は図 4 − 1 − 2 に 示 す よ うに ， 無党派首長 に よ る弱い 首長
一
議会関係

（首長支持会派議席率＝ 0 ）に 対 し
， 相乗 り首長 に よる総与党化的状況 （首長支持会

派議席率 ＝0。9）で は ， 特区提案 を行 う確率が 15％以 ヒも高 くな っ て お り， この 影響

は相当大 き い と言 える 。

　また
， 校 長会内 の ネ ッ トワ ーク の 規模を示 す校長 ダイア ド数 に 着目す る と

， 平均

的な効果 を示す γ、。は負で あ り， ダイア ド数 の増加 に 伴 っ て 特区採用 ， 特区提案 の確

率は ， 減少 し て い る 。 こ の 結果 は合意 形成型 の 政策過程 の仮説 を支持 して お り， 校

長会内 に お け るネ ッ トワ ー
ク の 規模が増加す る に 従 っ て 校長 （と教委）の コ ミ ュ ニ

ケ ーシ ョ ン が拡散 し，合意形成 コ ス トが増す こ とを意 味 して い る 。

　次 に制度的変数 に つ い て 。 技術 的 な面 で 教育政策 の 企画立案 を担 う人材の 市町村

へ の 配分状 況 を示 す指導主事配分率は ， 特区採用 で は影響 を与 えて い な い が （図 4

2 ．1 ）， 特区提案で は正 の 方向に 作用 して い る 。 図 4 − 2 − 2 に 示す よ うに配分率が

最小値 （0．08）か ら最大値 （1） に変化 した と き ， 提案 を行 う確率 は 10％近 く上昇

し て い る
。

　校長人事異 動 の 安 定性 に つ い て は ， 制度的文脈 と して 校長会内の ネ ッ トワー ク規

模お よび首長 の 選好 の効果 を変動 させ る とい う想定 をお い て い た が
， その 作用 は特

区提案に お い て 確認さ れた 。 校長会ダイア ド数 の係 数 を変動 させ るパ ラメータ は正

で あ り，
こ の こ と はダイ ア ド数の 効果が校長人事異動の 安定性 に依存 し て い る こ と

を意味す る 。 す な わ ち異動の 安定性が低 くな る （異動 の 流動性 が 高 くな る） に 従 っ

て ダイ ア ド数の 効果 は増幅され ， そ の 結果 ， 校長 （や教委 ）の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン

密度が低下 し ， 合意形成 コ ス トが増加する 。 図 4 − 3 − 2 はダイ ア ド数 と特区提 案の

確率 との関係を安定性 の程度 に 応 じて 示 して い る 。 安定性 の値が小 さい 場合の 曲線

で は ， 傾斜が 急勾配に な っ て い る こ とか らも ， 上記 の 記述 を確認 で き る 。

　い っ ぽ う首長 の 選好 に つ い て は ， 特区採用 と特 区提案の 双 方で平 均的 に は非社共

首長が正 に 影響 を与 えて い る こ とが 示 され た 。 た だ し， 人 事異 動 の安定性 と首長の
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選好 との相互 作用 に 関して は明確 な結果 は得 られ なか っ た
。 特区採用 に っ い て は 図

4 − 4 − 1 の 通 り ， そ の 効果は 人事異動の 安定性 に よ っ て 大 き くは変 わ らない 。 特 区

提案の 場合 も同様 で あ り ， 図 4 − 4 − 2 の よ うに人 事異動 の安定性 の 変化 に よ る効果

の変動 は 大 き い と は い え ない 。 なお 人事異動の 安定性が最大値の 場合， 非社共首長

の傾 きは 他 と は異 な っ て 負 とな り， 解釈 の 困難 な結果 を得た。従 っ て 政治ア ク タ ー

と非政治ア ク ター
の 関係に つ い て は， 本分析で は明 らか に な らな か っ た 。

表 4 − 1　 構造改革 特区採用 ・提案の 分析 結果

　　　　 （Hierarohical　Heteroskedastic　Probit　Model）

採用 提案

Posterior　Quanti］es Posterlor　Quanti晝es

Median 5％ 95％ Median 5％ 95％

怖

％

物

箘

一1．6340

，0270

，171
− O，821

一1 ．935
− O、275
− 0．772
− 1．598

一1．3880

．31612160

．053

一1．824
− O．0351

．187
− O．585

一2．076
− 0．2960

．297
− 1．305

一1．5870

．2252

，0950
，154

γIo

γd1

一  ．1590
．026

．0．488　　　　0．087
．−0．099　　　　0．182

一〇．427　　　　− 0．716　　
− 0．185

0．114　　　　　　0．0｛〕5　　　　0．239

物

弛

1．119　　　　− 0． 80　　　　2．824

  ．312　　　　
− 1．321　　　　2．332

1．411　　　　 0，311　　　2．756
− O．811　　　　

− 2．480　　　　0．488

β
一1．559 一3．786　　　　0．184 0．920　　　　

− 0．254　　　　1，859

β O．e43 0．021　　　  ．068 0．044 0．024　　　　 ．065

Dispersion　　 α 1 0．868　　　　　− 0．141　　　　1．885 0．094　　　　
− 0，539　　　　0．786

Random　Effects　Σ 0．1980

．110

  ．073

o．8aL？　　 o，6
’
P4

U．  94　　　　0．641

0．054　　　　 ．075

  ．0390

．Ol90

．017

o．56eO

．0280
． 16

o．・k
’
80

．498

  ．035

N 722 725

＊　Σ の 行列内 の 上二 角の 斜体部分 は相関係 数 を示 す。

PrlY＝D
　 O．50

　 0．40

　 Q，3D

　 O．20

　 0、10

　 000

　 　 “　，　卩，尸

「　噂　曾 ．

　　　　　　　　　　　　　　　，，
　　　　　　　　　　　　，　，　，　，
　 　 　 　 　 　 　 　 ．　，　卩　7
　 　 　 　 凾　．　卩　．　ρ卩■冒．．

＿＿一皿一一一　　一一一＿一一，一一一一

D　O．1　0．2　0．3　0．4 　0．5 　0 ．6 　0．7 　0、8　0、9　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
　 　 　 　 　 与党会派議席率

・一一90？6CIUpper　− 50％CIUpper　
− Median

− −50％ CILower　 −一一90％CI［．ower

首長 支持会派議席率の 効果

（特区採用 ）
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　 0．30

　 0．20
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　以上 の 分析結果 を採用／提案の 別の 観点か らま とめ る と ，   特区採用 は 内閣の 特

区推進本部 の 決定 に依存す るた め
，

こ の 有無 を専 ら自治体 の 要因 に の み に帰す る こ

とは で きず ， 各要因 の影響 は不 明確で あ るか また は実質的に 小 さ い
，   特 区提案 に

つ い て は ， これ ま で の研究 に お い て 重視 され て こ なか っ た 自治体 内の ア ク タ ー間関

係 と
， 自治体 の 属す る制度的 コ ン テ ク ス トに

， 相当程度左右 さ れ て い る とい う こ と

が言 えよ う。

5
．　 結 語

　 こ こで は ， 前節 まで の分析結果 を踏ま えた結論 とそ の含意 を述 べ
， 最後 に今後の

研究上 の 課題 を指摘 す る 。

　構造改革特区を通 じ た新規政策の 導入 は ， 現行法制度の 範囲を超 え た 改革 を望む

首長 に親和的な政治手法で ある 。 分析の 結果 も， 構造 改 革特 区 と い う手続 き に 対す

る首長の ポ ジテ ィ ブな選好が特 区提案 ， 特 区採用 を促進 して い る こ と を示 して い る 。

た だ し注意 しな くて はな らな い の は ， 首長 の 政策選好 に よ っ て の み 構造改革特区 に

よる教育政策の 導入 の 有無が左 右 され て い る とい うわ けで は な い ， と い うこ とで あ

る。 本稿 の 分析結果か ら明 らか に な っ た の は ， 地 方 の 教 育政 策過程 に お い て ，   政

治 ア ク ター間の 関係 （二 元代表制 に お け る首長一議会 の 融合・分離関係），   政策の

執行機能 を担 う集合的な教育行政 ア ク ター
（教委お よび校長会），   都道府県 レ ベ ル

で の 教育行政 ・制度的環境 （指導主事 の 配置や校長人事 の 流動性）， とい っ た諸条件

が新規教育 政策の 導入 に影響 を与 えて い る と い うこ とで あっ た 。

　 こ れ らの 結果 は，従来の 教育政策研究 に お い て 十全 に考察 され て こ なか っ た 諸要

素 （政治 ア クター間の 関係 ， 校長会 ・教委 とい う集合的 な教育行政ア ク ター
， 校長

や指導主事の 人 事運 用 ）が
， 実際 に 自治体の 教育政策過程 を説明 して い る と い うこ

とを示 してい る 。 地方分権 の 進展 に伴い
， 今後 は 自治体 を分 析単位 とす る教育政策

研究の 重要 性が増す もの と考 え られ るが ， そ の 際 は 政治学
・教 育社 会学 ・教育行政

学等で 既 に扱わ れ て きた諸要因 に加 え ， 本稿で 示 した よ うな教育行政ア ク ターや教

育行政 ・制度的環 境 に も着 目し な くて は な らない で あ ろ う。 また この 結果 は，構造

改革特 区を活 用 した市区 に よ る新規教育政策 の 導入 過程 に つ い て み る限 りで はある

が ， 自治体 の 教育政策過程 は首長 の 政策選好 が優先 され る ト ッ プダウ ン で は な く，

政治ア クター内部 に お け る
一

体性 ， 教育行政 ア ク ター内部 にお け る高い コ ミ ュ ニ ケ

ー
シ ョ ン 密度 を条件 とした合意形成型の 性質 を備 えて い る とい う こ と も示 して い た 。

これ らの 知見が現行法制度の 枠内で の政策刷新 に どの 程度妥 当す るの か は
， 今後 の

249

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

経験 的検証の 課題 とな るが
， 構造 改革特 区を通 じた 改革以上 に首長の トッ プ ダウ ン

，

政治ア ク ター主導が顕在化す る理 由は見 出しに くい
。

　地方分権 化 とい う趨勢の 評価 ， 現状変更的な政策的出力 を分権の 指標 と見る こ と

自体 に つ い て は， もち ろん更 なる議論が 必要 で ある 。 しか し ， 本稿の 分析で 着目 し

た 自治体内に お け る ア ク ター間関係， 自治体の制度的環境 を軸 に政治 と教育 の 関係

を検討 す る こ とは ， 過去の 教育政策 ・行政 シ ス テ ム の 評価お よ び今後の 地方分権の

もとで の 教育行政 シ ス テム の構想に お い て資 する と こ ろ とな るで あ ろう 。

　本稿 の 分析 を政策過程の 研究 として み た場合 ， 対象 とす る政策， 検討した要因 （説

明変数） は 限定 さ れ た もので あ る こ とは言 う まで もな い
。 また特区を用い て行われ

る具体 的な政策内容 は多岐 に わた っ て お り， これ ら個々 の政策領域 に つ い て は さ ら

な る分析 と考察が 必要 とな る。 今後の研究 の発 展の 方向性 として は， 対象とな る教

育政策 を拡大 ・類型 化 した上 で の 各政策過 程分析 お よ び政策問比較 ， 本稿で は扱 え

な か っ た 自治体内の ア クター
間関係 （首長

一
教育長 ， 教育長

一
校長会間関係 な ど）

の 分析 と い う展開が考え られ る 。

〈注 〉

（1） 教育政策過程研究一般の レ ビ ュ
ー

と して橋本 （2005） を参照 。

（2） 白石 ほか （1995）で は ， 「新 しい タイプ の 高等学校」に 関す る政策形成 を題材 に

　 して 教育関係団体の 関与 を扱い ， 利 益団体の 影響力に も着目 して い る 。

（3） さ らに
， 政策 的な出力の 相違 を分析 す る に あた っ て ， 必ず しもア ク タ ー問関係

　を直接的 に論 じて い るわ けで は な い が
， 比較政治学に お け る Tsebelis（2002）の

　「拒否権 プ レ ー
ヤ

ー
（veto 　player）」に 関す る理 論が参考 に な る 。 拒否権 プ レ

ー
ヤ

　
ー とは そ の プレ ー

ヤ ーの 同意な しに 現 状変更 が 不可能 な プ レ ーヤーで ある 。 異な

　る政策選 好 を持 つ 拒否権 プ レ
ー

ヤ ーの 数や 拒否権プ レ ーヤ ー
間で の 政策選好の幅

　が 増加 した場合 ， 選 択可能 な政策 の 幅 （winset ）が 縮小 す るた め政策 は現状維持的

　 とな る と い う仮説 を フ ォ
ーマ ル セ オ リーに よ っ て 導出 し ， 実証分析 に よ っ て こ れ

　を支持 して い る 。 こ の 議論 は各ア ク ター
の 政策選好を基礎 に して い るが ， 各ア ク

　ター
の選好 それ 自体で は な く， 選好 の範囲 な どアグ リゲ イ トされ た性質 を説明要

　因 と して お り， 実質的に はア クター間関係に着目して い る と解釈で き よ う。

（4） 制度 は必ず し も外生変数で はない が
， 本稿で は こ の側面だ け を考 え る。 新制度

　論 に 関す る各派 に つ い て は Scott （2001）を参照 。

（5） よ り正 確 に は ， 教職員 （県費負担教職員）の人 事権 は都道府 県 と政令指定都市
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　に あ る 。 後述 す る制度的変数 に 関 して も， 本稿 で は都道府県 と政令指定都市それ

　ぞ れ に つ い て デ ータ を収集 して い るが
， 本稿で の 表現 は 「都道府 県」で 統

一
す る。

（6） 教員の 異動 に あた っ て は ， 最終的な人事権 を持つ 都道府県教委 が関与 す る だ け

　で はな く， 異動先 と異動元 の市町村教 委 間で も調整作業 が 行わ れ る 。 した が っ て

　異 動範囲が 慣 習化 さ れ ない 状況 で は こ の調整作業が 無定量 に 拡大 す るお それ が あ

　 る 。

（7） この点 は Tsebelis （2002）に お い て ， 拒否権プ レ ーヤーの 数が 少な く， そ の選

　好 の 幅が狭 い 状況が必ずし も現状変更に 結び つ くわ け で は な く
， 現状 とほ とん ど

　変わ らな い 結果 を生 み 出し うる こ とが 指摘 さ れ て い る 。 すな わ ち ， 少数の 狭 い 選

　好の 幅の拒否権 プ レ ーヤ
ー とい う条件 は， あ くまで も現状変更 の 必要条件 に 過 ぎ

　 ない
。

  構造改革特 区 と して の 採用を示 す語 として正 確 に は 「認定 申請」が用 い られ て

　 い るが ， 「特 区提案」との 区別 を明確 に す るため本稿 で は 「特区採用」の 語 を用 い

　 る。

（9） 都道府県 の規模 （学校数） と市町村指導主事 の 比率 に つ い て は ， 弱 い 相関 （相

　 関係数0．414） を認 め る こ とが で きた の で ， 付 記 し て お く。

（10） 同
一

市町村内で の 異動 ・ 昇進件数に つ い て は ， 各都道府県で 公表 され る教 員の

　人 事異動に 関す る新聞記事 （全 国紙 の 地 方版 と地方紙）か らデータ を作成 した 。

（ID 小規模の 自治体 に お い て も， 小 ・中学校間で校長を交流 させ る こ とで 「狭 い 異

　動」 を行 う こ とは 可能 で あ り， デ ー
タ作成の 過程で こ うした 実例 も確認で きた 。

a2） 本稿に 限 らず ， 社会科学 で は ， 国や 自治体を分析単位 とす る研究で は繰 り返 し

　生起 しない 母集団データ を対象 とす る機会 は多い
。
Berk 　et　al 。（1995）， Gill（2001）

　 は こ の よ うな研究に お い て
， 頻度論 に基づ い た統計的検定が 整合的で な い こ と を

　 指摘 し，
ベ イ ズ的ア プ ロ

ーチ を推奨 して い る 。

（13） マ ル チ レ ベ ル モ デル に っ い て は ， Raudenbush ＆ Bryk （2001），
Goldstein（2002）

　 な どを参照 。 階層 ベ イ ズモ デル に つ い て は ， Gelman　et　al ．（2003），
　 GM （2002）

　 な ど。

aの　 2項 プ ロ ビ ッ トモ デル の 採用 は 被説明変数の 設 定に対応 して い る 。 もと もと特

　 区認定 申請 ， 提案 は非負の 整数 を と る件数デー タで あ り， 回帰 モ デル に つ い て ボ

　 ア ソン 回帰や負の 二 項回帰 を選択す る とい う方法 もあ る 。 また認定 申請 ・提案が

　 各次 に渡 るた めパ ネ ル データ と し ， 3 レ ベ ル の モ デル として 扱 う こ と もあ り うる 。

　 た だ し， 内容 の 異 な る特区計画の 申請 ・提案 を同列に 扱 っ て し ま う点， 不変分布
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　へ の 収束が 遅 く計算時間が か か る と い う点 か ら ， 本稿 で は採用 し な か っ た 。

（15） Metropolis− Hastingsア ル ゴ リズ ム の 解説 と し て 中妻 （2003），
　 Gamarman

　 （1997） など を参照 。

（16） 信用区間 （credible 　interval）は ， 頻度論 に お ける信頼 区間 （confidential 　inter−

　val ）と は概念的に 異な る
。 後者に お い て 90％推定区間の 意味す る と こ ろは， サ ン

　プル 毎 に異 なる 区間 を持 ち ， それ らの うち母集 団に お ける真の パ ラ メー タ を含む

　相対的頻度が 90％で ある よ うな 区間で あ る 。 前者 に お い て 90％推定区間は ，
パ ラ

　メ ータの 値が 90％の 確率で 含まれ る 区間を意味す る 。
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ABSTRACT

The  Relationship among  Actors and  Institutions in Educational

Policy Process: The  Case of  Special Zones for Structural Reform

                             KAWAKAMI,  Yasuhiko

(Graduate School of  Education, The  University of  Tokyo,  )

        7-3-1 Hongo,  Bunkyo-ku,  Tekyo,  113LO033 Japan

                             Email: yasuh@nifty.corn

                                 HASHINO,  Akihiro

(Graduate School of  Education, The  University of  Tokyo,)

        7-3-1 Hongo, Bunkyo-ku,  Tokyo,  113-O033 Japan

               Email: ahashino@educhan.p.u-tokyo,ac.jp

The  recent  tendency toward  diversification of  the educational  policy among

local governments  makes  research  about  the policymaking  process  important. In

particular, Special Zones for Structural Reform  (Kb2o Kkethaku 7bfeleu) stimulate

municipal  governments  through deregulation, This paper  analyzes  the factors

that  lead to differences in educational  policy output  via  Special Zones  for

Structural Reform,

  The authors  focus on  two respects  that have  not  been  sufficiently  analyzed  in

prior studies  on  the educational  policymaking process, The  first is the relation-

ship  among  actors.  All prior research  has reduced  the  unit  of  analysis  to individ-

ual  actors,  but it has not  reached  conclusions  on  the puzzle  of  
"who

 is the most

influential." The  authors  of  the current  study  strategically  avoid  this problem  by

looking not  at  the behavior and  attributes  of  individual actors,  but at  the

relationships  among  actors  such  as  school  principals, mayors  and  Iocal assem-

blies. The second  is the institutional context,  Municipal organizations  (govern-
ments  and  educational  boards) are  nested  in the institutions of  prefectures, and

this study  explicitly  assumes  that  the differences between  the exogenous  institu-

tions of  educational  administration  set up  by prefectural  governments  lead to the

diversification of  the municipal  policymaking  process and  policy output.

  The  study  examines  the above  two  factors quantitatively. Bayesian methods
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are  used  to analyze  the population  data of  municipalities,  The  dependent vari-

ables  are  the introduction of  new  educational  policies via  the admission  of

Special Zones, and  proposals for new  educational  policies. The  following results

are  obtained  by fitting the Bayesian hierarchical heteroskedastic binary probit

model.

  As  the size  of  the network  among  principals grows,  communication  among

them  becomes diluted, so  it becomes  more  difficult to suggest  and  adopt  new

educatienal  policies.

  The relationship  between the mayor  and  members  of  the  local assembly  has a

major  impact at  the stage  where  new  educational  policies are  suggested.  The

larger the distance between  the preferences  of  the mayor  and  the  assembly

members  is, the  smaller  the likelihood that  new  educational  policies will  be

suggested.  In other  words,  the educational  board-the agent  of  political actors-

has autonomy  when  educational  policy does not  change  at  the mercy  of  political

actors,  and  greater distance between the mayer  and  assembly  members  brings

about  a loss in the consistency  of  agenda  setting  by political actors.

  The institutional factors-rules governing  personnel  changes  and  the alloca-

tion of  educational  administration  staff-are  influential in proposals  for new

educational  policies, Major personnel  changes  amplify  the effect  of  the network

size  among  principals, and  end  up  diluting the density of  comrnunicatien  and

preserving the  status  quo  in rnunicipalities.
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